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平平成成２２３３年年度度 主主なな新新規規事事業業とと重重要要施施策策
平成２３年度の東京都の予算は、厳しい財政環境が続く中にあっても都政の使命を確実に果たし、中長期的に施策を支

え得る財政基盤を堅持しながら、東京の新たな活力と成長へと結びつける予算として計上されています。
その中、「雇用就業対策」に約６３３億円（前年度比７２％増）をあて、依然として厳しい雇用情勢に対処するとともに、東日
本大震災に伴う緊急的な雇用対策事業を実施するなど、さらにきめ細かな雇用就業支援を実施します。

緊 急 雇 用 創 出 事 業 を 拡 大 し ま す

依然として厳しい都内の雇用情勢を踏まえ、都と区市町村が連
携し、公的雇用の創出を拡充して実施するとともに、さらに東日本
大震災で被災された方々の雇用を確保していきます。
�緊急雇用創出事業�
離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等の失業
者及び被災者の方に対して、一時的な雇用機会を創出します。
�重点分野雇用創出事業�
成長分野として期待されている介護、医療、環境・エネルギー
等の分野に加え、「震災対応分野」を追加し、重点的に新たな雇
用機会を創出します。
�地域人材育成事業�
失業者を新たに雇用した上で、OJTやOff‐JT等、就職に必
要な知識や技術を身につけるための研修を実施し、地域ニーズ
に応じた人材を育成します。
�ふるさと雇用再生特別基金事業�
地域の実情を踏まえ、創意工夫して、地域の求職者等が継続
的に働く場を創出します。

未 就 職 卒 業 者 等 の 就 職 を 支 援 し ま す

大卒の就職内定率が過去最低の水準になるなど、状況が深刻
な若年者に対し、正規雇用就職に向けた支援策を展開します。
�未就職卒業者緊急就職サポート事業�
就職先が決まらないまま学校を卒業した方を対象に、研修と
就労体験を組み合わせた支援プログラムを実施し正社員就職
を支援します。
�新卒未内定者等向け特別支援事業�
企業の内定を得られていない新卒者等を対象に、各種セミ

ナーや合同企業説明会を実施します。
�合同就職面接会の開催�
未内定の新規大卒者等に対して、合同就職面接会を年３回に
拡大して開催します。

離職者や派遣・フリーターなど非正規労働者向けの職業訓練を実施します

離職者や、４０代前半までの派遣・フリーターなど非正規労働者
を対象として、能力開発・安定雇用を実現するために民間教育訓
練機関等を活用した訓練を実施します。

少 子 化 を 打 破 す る 事 業 を 展 開 し ま す

東京都が実施する「少子化打破」緊急対策の取組の一つとし
て、企業が集積する東京から「働き方」の改革を先導し、ワーク・ラ
イフ・バランスの実現を進展していきます。
�働き方の改革「東京モデル」事業�
自社の従業員の働き方を変える先駆的な取組として昨年度

に選定したプロジェクトについて、その成果を広く発信していき
ます。
�「東京しごとの日」�
「東京しごとの日」を設け、従業員の家族の職場訪問を受け入
れる「ファミリーデー」や企業と連携した普及啓発イベントを実
施し、社会全体でワークライフバランスを推進していきます。
�子育て・介護支援融資（すくすく・ささえ）�
都内に在勤又は在住の中小企業従業員を対象に、妊娠・出産
から子育て期間中までの生活資金を低利で融資します。

３０ 歳 代 の 正 社 員 就 職 を 支 援 し ま す

�ネクストジョブ事業�
パート・アルバイト・派遣社員などの、非正規雇用での職歴が
長く、早期に正社員としての就職を希望する３０歳代の求職者に
対して、カウンセリングやセミナー、専門スタッフのアドバイス
等でサポートし、就職と職場定着を支援します。

障 害 者 の 就 職 を 支 援 し ま す

�オーダーメイド型障害者雇用サポート事業�
初めて障害者を雇用する中小企業等を選定し、個別の状況

に応じたオーダーメイドの支援を行うとともに、事例を蓄積し、
普及啓発を図ります。

各事業の詳細は、今後本紙やHP（http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/）でもご紹介していきます。

今月の主な内容
●平成２３年度 主な新規事業と重要施策 …………………………………………………………………１
●「未就職卒業者緊急就職サポート事業」第1期（5～9月）参加者募集のお知らせ ……………………２
●平成２２年度 東京都男女雇用平等参画状況調査結果報告 ……………………………………………３
●２０１１年 春季賃上げ要求・妥結状況（3月２４日現在）……………………………………………………４
●セミナー・職業訓練・講習等募集情報
（労働相談情報センター、職業能力開発センター、東京しごとセンター）…………………………５～６
●東京都労働相談情報センター 震災関連特別街頭労働相談開催のお知らせ ………………………６

２０１１

4
第１２６４号

～厳しい雇用情勢を踏まえ、将来の産業・雇用を見据えた対策を着実に推進します～
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事業概要

東京都は、就職先が決まらないまま学校を卒業した方を対象に、研修と企業での就労体験を組み合わせた「未就職卒業者緊急就職サポー
ト事業」を新たに実施し、年間７５０人の未就職卒業者の正規雇用化と、都内中小企業の人材確保・人材育成を支援します。
このたび、第１期支援プログラム（5～9月）に参加し、正規雇用での就職を目指す未就職卒業者の方と、こうした若者を積極的に採用してい
ただける都内中小企業を募集します。

第第11期期（（55月月～～99月月））参参加加者者募募集集概概要要
◆対象者◆
・就職先が決まらないまま平成２３年3月に大学、専修学校、高等学校
等を卒業した方で、都内企業に就職を希望する方
・卒業後3年以内で、都内企業に就職を希望する方
◆募集人数◆
・第1期：約３００人（年間７５０人予定）
※面接等による採用選考あり。
※4ヵ月の支援プログラム期間中は賃金・交通費の支給あり。
◆応募方法・募集期間◆
右記事業者の専用ホームページからお申し込みください。
※募集期間及び支援プログラム開始時期が会社によって異なります
のでご注意ください。

採採用用企企業業のの募募集集概概要要
◆都内に活動拠点（本社又は営業所等）を有し、常時定める従業員の数が３００人以下であって、未就職卒業者を正社員として採用する意思の

ある企業を募集しています。詳しくは、「TOKYOはたらくネット」をご覧ください。

◆ご希望の場合は、委託事業者への直接申込となります。下記にお問い合わせください。

・アデコ株式会社 �０３―５３２６―２９８８ http：／／www.adecco.co.jp／news／support_program_tokyo／

・マンパワー・ジャパン株式会社 �０３―３３４２―５５５８ http：／／www.manpowerjobnet.com／special／tokyo_misyusyoku.html

○この事業は、未就職卒業者を対象に、社会人としての基礎力を養う研修（1ヵ月）を実施した上で、紹介予定派遣制度（※）を活用して都内

中小企業での就労体験（3ヵ月）を行い、派遣終了後の正規雇用化を支援するものです。

※紹介予定派遣制度…労働者派遣のうち、派遣元事業主が、派遣労働者・派遣先に対して職業紹介を行う（ことを予定している）もの。

派遣先事業主と派遣労働者の合意があれば、派遣終了後に直接雇用へ移行する。

＜事業スキーム＞
○通算4ヵ月間の支援プログラムを年間3期に分け、

合計７５０人の未就職卒業者を支援します。

第2期は、9月頃の開始を予定しています。

○都が民間事業者2社に委託して実施します。

委託事業者：アデコ株式会社

マンパワー・ジャパン株式会社

○4ヵ月の支援プログラム（研修・就労体験）期間中、

未就職卒業者は委託事業者が雇用し、賃金が支払

われます。

【事業全般に関する問い合わせ先】産業労働局雇用就業部就業推進課 �０３―５３２０―４７２０

アデコ株式会社
http：／／www.adecco.co.jp／lp／support_program_tokyo／index.html
問い合わせ先 �０３―５３２６―２９８８
第1期募集期間 5月１０日（火）まで
第1期プログラム 5月１６日（月）から開始（4ヵ月間）

マンパワー・ジャパン株式会社
http：／／www.manpowerjobnet.com／special／tokyo_misyusyoku.html
問い合わせ先 �０３―３３４２―５５５８
第1期募集期間 5月２０日（金）まで
第1期プログラム 6月1日（水）から開始（4ヵ月間）

「未就職卒業者緊急就職サポート事業」第1期（5～9月）
参加者募集のお知らせ

採用していただける
中小企業も随時募集中！

応募・採用選考 研修
（1ヵ月）

就労体験
（3ヵ月） 正社員就職

面接等の採用選考を実施し
ます。

企業選択・決定に向けた
キャリアカウンセリングも実

施します。

都内企業で実際の仕事に従
事します。

未就職卒業者と就労体験先
企業が合意の上、正社員と

して就職。

研修＋就労体験で正規雇用化を支援！緊急・新規事業

＜正社員就職までの流れ＞

本事業に関する相談、参加申込受付を行います。
・開 設 期 間 平成２３年5月9日（月）～5月２０日（金）

※土日（祝日）を除く。
・開 設 時 間 １３時～１７時

・開 設 場 所 東京しごとセンター2階
情報提供コーナー（千代田区飯田橋３―１０―３）

・受付事業者 マンパワー・ジャパン� �０３―３３４２―５５５８

■□未就職卒業者の方対象 専用受付窓口□■
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男性 女性

出産者数（男性は配偶者が出産） ７，５９８人 ２，７１６人

育児休業取得者数 １１３人 ２，５１２人

育児休業取得率 １．５％ ９２．５％

育児休業取得率の推移
平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

男性 ０．２３％ ０．３９％ ０．７０％ １．３４％ １．１０％ １．４９％

女性 ８１．６％ ８６．８％ ８８．３％ ９０．９％ ８９．３％ ９２．５％

※平成１９年度はデータなし

介護休業取得者の有無
平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

介護休業取得者がいる １０．７％ １２．０％ １１．６％

介護休業取得者がいない ８３．９％ ８６．４％ ８７．５％
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東京都では、毎年度、職場における男女平等の推進に関する実情と課題を把握するための調査を実施しております。その結果から、雇用環
境整備にあたっての課題を探り、企業への助言や普及啓発等に活用し、また、都民の皆様にも調査結果をご利用いただいております。
今年度は、改正育児・介護休業法への対応等について、企業における男女雇用管理に関する調査とそれに対する従業員の意識を調査しま

した。このほど、調査結果がまとまりましたので、お知らせします。

■育児・介護休業法の主な改正点■
�子育て期間中の働き方の見直し
短時間勤務制度の義務化、子の看護休暇の拡大
�父親も子育てのできる働き方の実現
パパ・ママ育休プラスの導入
�仕事と家庭の両立支援
介護休暇の導入

育児・介護休業

男性の育児休業取得率は微増傾向にあるものの、依然として取
得率は極めて低い。
（１）育児休業対象者のうち、実際に育児休業を取得した割合は、
男性従業員１．５％、女性従業員９２．５％であり、男性従業員は依
然としてほとんど育児休業を取得していない。

（２）介護休業取得者が一人でもいた事業所は、全体の１１．６％で
あり、過去3年間の推移はほぼ横ばいである。

両立支援制度のうち「短時間勤務制度」が最も多くの事
業所で整備されている。従業員が最も必要と考える両立
支援制度も「短時間勤務制度」である。

（１）働きながら育児を行う従業員への支援制度として、
「短時間勤務制度」が最も多くの事業所で実施されてお
り（６９．６％）、また、従業員が最も必要と考える制度（男性
５５．５％、女性７４．９％）とも一致している。

（２）働きながら介護を行う従業員への支援制度として、
「短時間勤務制度」が最も多くの事業所で実施されてお
り（６２．３％）、また、従業員が最も必要と考える制度（男性
６５．９％、女性８０．４％）とも一致している。

看護休暇・介護休暇

看護・介護休暇が就業規則に規定されている事業所は約7割。
しかし、従業員の半数以上が規定されていることを知らない。
（１）子どもの看護休暇について、「規定あり」と回答した事業所は
７０．４％で、そのことについて知っている従業員は４５．９％。制度
整備されていない企業があり、また、認知度も低い。

子どもの看護休暇制度規定の有無

子どもの看護休暇制度規定の認識

（２）介護休暇について、「規定あり」と回答した事業所は６８．９％
で、そのことについて知っている従業員は４４．３％。制度整備さ
れていない企業があり、また、認知度も低い。

介護休暇制度規定の有無

介護休暇制度規定の認識

両立支援制度

【問い合わせ先】
産業労働局雇用就業部労働環境課 �０３―５３２０―４６４９

平成２２年度東京都男女雇用平等参画状況調査結果報告
「改正育児・介護休業法への対応等企業における男女雇用管理に関する調査」

働きながら育児をおこなう従業員への支援制度

働きながら介護をおこなう従業員への支援制度
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東京都では、毎年都内１，０００の労働組合を対象に、「春季賃上げ要求・妥結状況調査」を実施しており、1回目の調査結果がまとまりました。
多くの労働組合が回答予定日を迎えていましたが、3月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震の影響を受け、交渉を中断・延期する労働
組合が多く、妥結数は昨年同期に比べ、ほぼ半減しました。
集計可能な２９６組合の平均要求額は６，７４９円で、これは平均賃金（３０７，５４４円・３７．２歳）の２．１９％に相当します。同一労組の前年要求額との
比較では、金額で２８５円、率で４．４１％上回り、昨年同時期の１６．９７％減という大きな落ち込みから、プラスに転じました。
産業別・業種別の要求金額では、労働組合5件以上となった２１業種のうち、前年の実績を上回ったのは、「私鉄・バス」（１７．６７％）、「電気機械
器具」（１４．３０％）等１３業種となっています。一方、下回ったのは「サービス業（その他）」（△２３．３８％）、「宿泊業、飲食サービス業」（△９．９８％）等
8業種となっています。
既に妥結した労働組合のうち集計可能な３９組合の平均妥結額は５，８０４円、賃上げ率は１．８７％であり、同一労組の前年妥結額との比較では、
金額で１５０円、率で２．６５％上回りました。

調査結果詳細は、TOKYOはたらくネット
（http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/）をご覧ください。

＊＊革靴製造業最低工賃が改正されました＊＊
東京都内において革靴製造業に従事する家内労働者に適用される最低工賃が改正されました。
新しい工賃の発効日は平成２３年４月１０日です。
内容等についてのお問い合わせは、東京労働局労働基準部賃金課（�０３―３５１２―１６１４）又は都内の各労働基準監督署まで。

【問い合わせ先】産業労働局雇用就業部労働環境課
�０３―５３２０―４６４７

〈２０１１年 春季賃上げ要求・妥結状況（3月２４日現在）〉
東北地方太平洋沖地震の影響で、交渉を中断する労組が多数

都内民間労組の平均要求額は２８５円増の６，７４９円
既妥結組合の平均妥結額は１５０円増の５，８０４円

東京労働局からのお知らせ

２０１１年 春季賃上げ要求・妥結状況（加重平均）

区 分

産 業

要 求 妥 結

平均年齢 平均賃金
全 規 模

対前年比 前年額 賃上げ率 平均年齢 平均賃金
全 規 模

対前年比 前年額 賃上げ率
件数 平均額 件数 平均額

漁業 ３７．２ ３４６，９１９ １ ５，７００ ０．００ ５，７００ １．６４ ３７．２ ３４６，９１９ １ ５，７００ ０．００ ５，７００ １．６４
鉱業、採石業、砂利採取業 ３１．８ ３１０，０００ １ ６，６６０ －０．１３ ６，６６９ ２．１５
建設業 ３６．２ ３１４，３０８ ８ ４，９７４ ３．２４ ４，８１８ １．５８ ３５．２ ３１６，５５９ ２ １０，７５２ ０．００ １０，７５２ ３．４０
製造業 ３５．６ ２９７，８１８ １５０ ６，１８５ ６．２７ ５，８２０ ２．０８ ３８．１ ３１０，６１１ ２０ ６，０４９ ４．６２ ５，７８２ １．９５

内

訳

食料品、たばこ ３６．３ ３０１，９５８ １４ ６，５５８ １１．１０ ５，９０３ ２．１７ ３７．５ ３２５，１５４ ３ ７，２９４ －０．１８ ７，３０７ ２．２４
繊維、衣服 ３９．４ ３１３，０２５ ７ ５，１５５ －１．０４ ５，２０９ １．６５ ３９．２ ３０９，０１９ ３ ５，６８０ １．００ ５，６２４ １．８４
木材、家具装備品 ３９．８ ３２３，４２６ １ ７，６０５ １６．０７ ６，５５２ ２．３５
パルプ、紙、紙製品 ４０．８ ３０８，３９５ １０ ５，３５０ －９．４０ ５，９０５ １．７３ ４１．６ ２６４，０８０ １ ４，６５３ ０．００ ４，６５３ １．７６
印刷・同関連 ３３．３ ２４３，５１６ １９ ７，７５８ １４．１６ ６，７９６ ３．１９
化学工業 ３８．３ ３３４，７９０ １６ ５，７１３ ０．６７ ５，６７５ １．７１ ３７．９ ３１４，７９４ １ ３，６６４ ５．６８ ３，４６７ １．１６
石油・石炭製品
プラスチック製品
ゴム製品 ３８．８ ２９７，１３２ ３ ５，５７１ －０．０４ ５，５７３ １．８７
なめし革・毛皮
窯業・土石製品 ３９．０ ２７６，９３１ １ ６，１３２ ５０．００ ４，０８８ ２．２１
鉄鋼業 ３９．４ ２６８，２５１ ７ ４，２６８ １．３８ ４，２１０ １．５９ ３７．８ ２５７，４３３ ２ ４，３３１ ０．２８ ４，３１９ １．６８
非鉄金属 ３９．４ ３０１，５８０ ４ ６，９０４ ２０．２６ ５，７４１ ２．２９
金属製品 ３６．２ ２４８，６７２ ７ ６，２４３ ７．９０ ５，７８６ ２．５１ ３５．８ ２５３，３８６ ２ ３，９３８ ４．１５ ３，７８１ １．５５
機械器具製造業 ３８．７ ３１３，０１１ ３２ ７，６５２ ７．３５ ７，１２８ ２．４４ ３８．７ ３１１，５６４ ４ ６，７７５ ０．７３ ６，７２６ ２．１７
電子部品・デバイス・電子回路製造業 ３８．９ ３２９，２０６ １０ ８，５４２ ２．２４ ８，３５５ ２．５９ ３６．３ ３０９，１３１ １ ４，４００ ０．００ ４，４００ １．４２
電気機械器具 ３６．６ ３１６，３３８ ５ ６，９１６ １４．３０ ６，０５１ ２．１９ ３７．１ ３２０，６５４ ２ ６，７１６ １３．６４ ５，９１０ ２．０９
情報通信機械器具製造業 ３２．９ ３１９，０１５ ５ ５，０１６ １０．２４ ４，５５０ １．５７
輸送用機械器具 ３１．８ ２６８，３４２ ６ ４，８９９ －３．０１ ５，０５１ １．８３ ３８．８ ３１６，３２３ １ ６，００４ ３．０９ ５，８２４ １．９０
その他製造 ３８．１ ２９０，６７７ ３ ７，５０１ １６．８９ ６，４１７ ２．５８

電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業 ３８．７ ３８１，３９９ ４２ ８，９２０ －２．４６ ９，１４５ ２．３４ ４１．２ ３２６，００７ ５ ６，０８３ ５．３０ ５，７７７ １．８７

内

訳

通信・放送 ３６．２ ３７３，４００ １ ５，１１０ ０．００ ５，１１０ １．３７
情報サービス ３８．６ ３０３，４０１ ３ ７，０９２ ０．４２ ７，０６２ ２．３４
情報制作（出版等） ４０．２ ４１２，２１０ ３８ １１，７８２ －３．６２ １２，２２５ ２．８６ ４１．２ ３２６，００７ ５ ６，０８３ ５．３０ ５，７７７ １．８７

運輸業、郵便業 ４１．４ ３１８，９３６ ２４ ７，０５０ １２．０６ ６，２９１ ２．２１ ４３．１ ２６０，２４２ ４ ３，３７２ －２．１２ ３，４４５ １．３０

内

訳

私鉄・バス ４２．０ ３３１，９１０ １０ ７，３４５ １７．６７ ６，２４２ ２．２１ ４３．４ ２８１，０３４ ２ ３，７８５ １．１５ ３，７４２ １．３５
道路貨物運送 ４０．２ ２８９，４８１ ９ ６，１９４ ０．５０ ６，１６３ ２．１４ ４２．３ ２０２，４２０ ２ ２，２２５ －１５．１１ ２，６２１ １．１０
その他運輸 ３７．７ ２９２，８８３ ５ １０，３３４ －９．２２ １１，３８４ ３．５３

卸売・小売業 ３６．６ ２８３，６５２ ３１ ５，２１３ １１．５６ ４，６７３ １．８４ ４１．２ ３１８，８０４ ４ ４，３１６ １．９１ ４，２３５ １．３５
金融・保険業 ３２．８ ２８４，９４４ １ ２，６００ ０．００ ２，６００ ０．９１
不動産業、物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス業 ３６．３ ３１３，１６６ ３ ３，９７１ ０．００ ３，９７１ １．２７ ３７．８ ２７８，５００ １ １，０００ ０．００ １，０００ ０．３６
宿泊業、飲食サービス業 ３５．８ ２９０，７９８ ８ ５，１２５ －９．９８ ５，６９３ １．７６
生活関連サービス業、娯楽業 ３１．８ ３１４，３３２ ３ ７，１６３ －５．９１ ７，６１３ ２．２８
医療、福祉 ３８．６ ２６５，７４７ １１ ２７，９５５ －６．４７ ２９，８８９ １０．５２
教育、学習支援 ３２．６ ２６３，３００ ４ ５，９７０ ０．５２ ５，９３９ ２．２７
複合サービス事業 ４６．８ ２９１，２６０ １ ２，９１５ ０．００ ２，９１５ １．００ ４６．８ ２９１，２６０ １ ２，９１５ ０．００ ２，９１５ １．００
サービス業（その他） ４３．６ ３３１，１４２ ８ ５，０５１ －２３．３８ ６，５９２ １．５３ ４５．３ ３８９，０５４ １ ２，２００ ０．００ ２，２００ ０．５７
総平均 ３７．２ ３０７，５４４ ２９６ ６，７４９ ４．４１ ６，４６４ ２．１９ ３９．１ ３１１，１４７ ３９ ５，８０４ ２．６５ ５，６５４ １．８７

（注）（１）金額は原則として組合員平均である。
（２）平均賃金は基準内賃金である（毎月決まって支給されているもので通勤費を除いたもの）。
（３）単純平均は一組合当たりの平均で、加重平均とは組合員一人当たりの平均である。

２０１１年３月２４日現在

4
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「とうきょうの労働」今月号に掲載しているセミナーや講習等のご案内については、今後、「計画停電」などの影響により、中止・変更となる場合があり
ます。お出かけやお申込みの際は、問い合わせ先にご確認ください。

都立職業能力開発センター
7月入校生募集

◆科目
＜6か月＞昼間：［一般］溶接、配管、CAD製図、介護サービス、
DIYアドバイザーなど７科目［高年齢者］ビル管理、電気設備管理

＜3か月＞昼間：［（ハローワークの受講指示又は受講推薦を受
けた）３５歳以上の方］パソコン実践 ［高年齢者］施設警備、マン
ション維持管理 ［（ハローワークの受講指示又は受講推薦を受
けた）高年齢者］パソコン実践 夜間：［高年齢者］ビル設備管理

＜2か月＞昼間：［高年齢者］ビジネスリフレッシュ、経理実務

※高年齢者とは、入校日現在で４５歳以上の方
◆選考日 6月2日（木）、3日（金）
◆費 用 授業料は無料。ただし、教科書代・作業服代は自己負担
◆申 込 4月２５日（月）～5月２０日（金）までに住所地を管轄す

るハローワークまたは各職業能力開発センターへ
科目・日程・実施校の詳細は、
http：／／www.hataraku.metro.tokyo.jp／または問い合わせ先まで。
【問い合わせ先】産業労働局雇用就業部能力開発課

�０３―５３２０―４７１６

４４歳以下対象
委託訓練7月生募集

派遣やフリーターで長期間働いてきた方を主な対象に、常用雇用への就
職を目指す「４４歳以下対象委託訓練（3か月）」を実施します。民間委託訓練
とプロのアドバイザーのカウンセリングを組み合わせた内容です。

◆費用 無料（教科書代等は自己負担）
◆申込 5月２０日（金）までに住所地を管轄するハローワーク又は東京しご

とセンターに願書を持参
※「育児離職者向けeラーニング委託訓練（7月生）」も募集しています。
未就学児童を養育している都内在住の求職者で、自宅にパソコンなどの
通信機器等を備え、通信費の負担ができる方が対象です。
詳細は、http：／／www.hataraku.metro.tokyo.jp／
または問い合わせ先まで。
【問い合わせ先】中央・城北職業能力開発センター再就職促進訓練室

�０３―５２１１―３２４０

都立職業能力開発センター
キャリアアップ講習

■職業能力開発センターのキャリアアップ講習5月受付分
おもに平日夜間や休日に実施する仕事に役立つ短期講習
◆講習 CAD製図（機械）初級、グラインダ安全作業（特別教育・
自由研削）、二級建築士（設計製図）受験対策、第二種電気工事
士（実技）受験対策、第一種電気工事士（学科）受験対策、第三種
電気主任技術者科目合格対策（法規）、WindowsによるPOP
広告デザイン（Illustrator）等 全４９コース
◆対象 現在働いている方で都内在住または在勤の方
◆費用 授業料１，０００円～６，５００円、ほかに教科書を各自購入。
◆申込 往復はがきは5月8日（日）（消印有効）までに、FAXは5

月１０日（火）までに必要事項を書き直接実施校へ。イン
ターネットは5月１０日（火）までに下記HPから申込。

講習内容・日程・実施校等の詳細は、
http：／／www.hataraku.metro.tokyo.jp／school／carr_up／
または職業能力開発センター・校まで。
【問い合わせ先】産業労働局雇用就業部能力開発課

�０３―５３２０―４７１９

メンタルヘルス対策を企業の中で推進していくため
には、組織一丸となって実施体制を確立する必要があり
ます。
本講座は2日間のカリキュラムの中で企業のメンタル
ヘルスに対する基礎知識や企業の取組事例を学び、企
業内でメンタルヘルスを推進するリーダーを養成しま
す。
◆日 時 6月１６日（木）、１７日（金）

9時３０分～１６時３０分（2日間コース）
◆会 場 東京都産業労働局秋葉原庁舎3階

「第1会議室」（千代田区神田佐久間町１―９）
◆受講対象 都内中小企業のメンタルヘルス推進担当

者（企業の推薦が必要です）
◆受 講 料 無料
◆定 員 ４０名
【申し込み・問い合わせ先】
（公財）東京都中小企業振興公社 企業人材支援課

�０３―３２５１―９３６１ FAX０３―３２５１―９３７２
ホームページからのお申し込みが可能です。

http：／／www.tokyo-kosha.or.jp／

労働相談情報センターのセミナー ☆セミナーの募集は、全て申込み先着順です。定員に達した場合は、申込み受付を終了いたしますので、あらかじめご了承ください。
☆TOKYOはたらくネット（http：／／www.hataraku.metro.tokyo.jp／）からも申込みができます。

日時 セミナー名 講師 場所 定員 申込み先・問い合わせ先

5月２７日（金）
１０時３０分～
１５時３０分

知っておきたい「職場の労働トラブ
ル解決システムのあらましと活用」
～個別労使紛争解決のために～

弁護士 只野 靖 氏
東京都八王子
労政会館

１００名 労働相談
情報
センター
（飯田橋）

０３―５２１１―２２０９
6月１６日（木）、
6月１７日（金）、
6月２３日（木）

１３時３０分～
１６時５０分

労働法基礎セミナーin八王子 成蹊大学法学部准教授 原 昌登 氏
東京都八王子
労政会館

１００名

6月1日（水）、
6月１４日（火）

１４時１５分～
１６時１５分

男女雇用平等セミナー「男女共同
参画社会の実現をめざして」

（1日目）お茶の水女子大学大学院教授
永瀬 伸子 氏

（2日目）和光大学教授・元朝日新聞編集委員
竹信 三恵子 氏

（1日目）江東区
亀戸文化センター
（2日目）江東区
商工情報センター

８０名
労働相談
情報
センター
（亀戸）

０３―３６８２―６３２１

◆おおむね３４歳以下対象コース
コース名 定員 時間帯 実施場所

� オフィスパソコン習得科 ２０人 昼間 中野
	 Javaプログラマー養成科 ３０人 夜間 恵比寿

（注）主な対象は３４歳以下ですが、３５歳～３９歳の方も受講できます。

◆３５歳以上４４歳以下対象コース
コース名 定員 時間帯 実施場所

� 介護福祉科 ３０人 昼間 立川
	 一般事務・パソコン科 ３０人 昼間 池袋

 オフィスソフトマスター科 ３０人 夜間 池袋
� ビジネスパソコン＆Web実践習得科 ３０人 夜間 北千住

働く人の心の健康づくり講座の
お知らせ

（第１回 メンタルヘルス推進リーダー養成講座）
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東京都労働相談情報センター

「とうきょうの労働」今月号に掲載しているセミナーや講習等のご案内については、今後、「計画停電」などの影響により、中止・変更となる場合があり
ます。お出かけやお申込みの際は、問い合わせ先にご確認ください。

〔求職者向け〕東京しごとセンターのセミナー・講習
＊セミナー参加にあたり、東京しごとセンター・東京しごとセンター多摩に未登録の方は、事前に東京しごとセンターの利用登録をしていただきます。
☆会場は東京しごとセンター：千代田区飯田橋３―１０―３（一部を除く）
★東京しごとセンターHPから一部のセミナーの申し込みが可能です。http://www.tokyoshigoto.jp/

〔求職者向け〕東京しごとセンター多摩のセミナー
☆会場は東京しごとセンター多摩：国分寺市南町３―２２―１０ 東京都労働相談情報センター国分寺事務所内
★問い合わせ・申込み先：東京しごとセンター多摩 �０４２―３２９―４５２４ http://www.tokyoshigoto.jp/tama/

震災関連特別街頭労働相談開催のお知らせ
東日本大震災の影響により、解雇、雇い止め、休業などのトラブルが多く発生しています。そこで、
東京都労働相談情報センターでは、これら震災関連のご相談について、駅や公共広場等に臨時の
相談場所を設け、街頭労働相談を実施します。相談は無料、秘密は厳守します。
労働問題に関する各種資料も無料で配付しますので、お気軽にお立ち寄りください。

【問い合わせ先】各回を担当する労働相談情報センターまで

東京都産業労働局雇用就業部調整課発行
〒１６３―８００１新宿区西新宿２―８―１ 電話０３（５３２０）４６４６
２０１１年（平成２３年）４月２５日発行 第１２６４号 昭和２２年８月２５日創刊
印刷規格表１類 印刷番号（２２）６４ 印刷 株式会社成光社

TOKYOはたらくネット
http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/

携帯版はこちら⇒

対象者 セミナー名 内容 日時 定員

３４歳以下

ヤング向け就職ノウハウセミナー
「実践！担当者に選ばれる応募書類
＆面接対策講座」

採用担当者の目線で考えたコツを２日間で学びます。実践型セミナーで就活力
を高めよう！
※１日だけのご参加、両日のご参加いずれも可能です。
１日目 応募書類作成
２日目 面接対策

５月２５日（水）
５月２６日（木）

１３時３０分～
１６時３０分

３０名

多摩版「就コム！」（第１期）

少人数クラス制で専任の就職支援アドバイザーがクラスを担当します。
グループワーク中心の実践型プログラムだから就職活動の基礎がしっかり身に
つきます。
あなたも仲間と一緒に就職活動を進めましょう。（面接選考あり 全１２日間）

５月１２日（木）
～

６月２１日（火）
の毎週火・木

１３時３０分～
１６時３０分

１５名

３０～５４歳
中高年者向け就職ノウハウセミナー
「実践！採用されるための応募書類・
面接対策講座」

採用担当者の目線に立った応募書類の書き方、キャリアを活かした面接の受け
方等、即実践に役立つ内容を中心とした就職活動のノウハウをわかりやすく解
説します。
採用者の目に留まる書類や印象に残る面接はどのようなものかを知って対策を
練りましょう！

５月１１日（水）１３時～１７時 ５０名

３０歳代
正社員を目指そう
「就トレ多摩 ７日間コース」（６月分）

パート、アルバイト、派遣社員などの非正規雇用での職歴が長い３０歳代の方を
対象に、正社員で働くために必要な就職活動のノウハウや足りないスキルを身
につけるための短期集中プログラムです（自営業、正社員在職者は受講対象
外）。就職支援アドバイザーとジョブサポーターがタッグを組んであなたの就職
活動を支援します。プログラム終了後には企業の人事担当者と直接面接できる
「合同面接会」を開催（面接選考あり）。

６月２日（木）
～

６月１４日（火）
１０時～１７時 １５名

５５歳以上
高年齢者向け就職ノウハウセミナー
「自分を活かす！再就職対策講座」

高年齢者を取り巻く労働市場の現状と人材ニーズの分析、採用担当者に評価さ
れる応募書類の書き方、自分を上手に表現できる面接の受け方等、就職活動の
ノウハウをわかりやすく解説します。

５月１８日（水）
１３時３０分～
１６時３０分

５０名

女性
これから働く女性のためのセミナー
「１日でわかる再就職のポイント」

働く女性を取り巻く環境を理解するとともに、自分らしい仕事の選び方、成果を
出す就職活動の進め方を学びます。
現在求職活動中の方や、これからしごと探しを始めたいとお考えの女性にもお
勧めのセミナーです。

５月１２日（木）
１３時３０分～
１６時３０分

５０名

対象者 セミナー・講習名 内容 日時 定員 応募方法・問い合わせ先

３０～
５４歳

非正規者向け求職活動支
援セミナー
～採用担当者へのアピー
ルを考える～
「応募書類の基礎から応
用編まで」

様々な情報が交錯する中、応募書
類作成についてのマニュアルも氾
濫しています。書類選考突破を目
指し、基本的な情報を踏まえつつ、
『いかにして他者と差別化するか』、
『いかにしてアピールするか』につ
いて、事例をまじえて作成手法を
学びます。

５月１７日（火）
１３時３０分
～

１５時３０分
１００名

電話にて申込みを受け付けます。
ミドルコーナー
�０３―５２１１―２８０３

５５歳
以上

団塊の世代向け再就職支
援総合セミナー
「定年退職後の働き方を
考える」～セカンドライフ
の考え方から再就職のノ
ウハウまで～

定年退職後の様々な働き方を選択
する際に必要となる労働市場の理
解、キャリア整理、求職活動のノウ
ハウ等をライフプランも視野に入
れ、総合的に提供するセミナーで
す。

５月２８日（土）
１３時
～

１７時１５分

１００名
（予約
制・
申込
先着
順）

東京しごとセンターのHPまたは電話・FAXにて申込み
を受け付けます。
東京しごとセンター シニアコーナー
〒１０２―００７２ 千代田区飯田橋３―１０―３
（問い合わせ先）シニアコーナー
電話 ０３―５２１１―２３３５ FAX ０３―５２１１―３００２

５５歳
以上

高年齢者のための就職支
援講習
「病院食調理アシスタント

」

病院食調理業務に必要な食品衛生
と安全作業、調理業務（洗浄・調理・
配膳・盛付・下膳）を学びます。

６月１４日（火）
～

６月２８日（火）

９時３０分
～

１７時００分
２５名

５月１５日（日）消印有効
往復はがきに講習名・郵便番号・住所・氏名（ふりがな）・
生年月日・年齢・電話番号を書き、郵送してください。
東京しごと財団能力開発係
〒１０２―００７２ 千代田区飯田橋３―１０―３
（問い合わせ先）能力開発係 �０３―５２１１―２３２７

日 時 場 所 担当所 問い合わせ先
５月１１日（水） １１時～１５時 大田区役所 １階北ロビー展示スペース 労働相談情報センター大崎事務所 ０３―３４９５―６１１０

５月１２日（木） １１時～１５時
池袋駅西口 東武ホープセンター地下１階通路 労働相談情報センター池袋事務所 ０３―５９５４―６１１０
小田急線町田駅カリヨン広場 労働相談情報センター八王子事務所 ０４２―６４５―６１１０

５月１３日（金） １１時３０分～１５時３０分 コピス吉祥寺ふれあいデッキこもれび 労働相談情報センター国分寺事務所 ０４２―３２１―６１１０
５月１９日（木） １２時～１５時３０分 �松坂屋上野店南館正面（中央通り沿い） 労働相談情報センター亀戸事務所 ０３―３６３７―６１１０
５月２５日（水） １２時～１７時 新宿駅西口イベントコーナー 労働相談情報センター（飯田橋） ０３―３２６５―６１１０

昨年５月実施の様子（新宿駅西口）�
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